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働くことの、希望をかなえる

【政策紹介　 】

若者の活躍促進、正社員化の実現

　仕事を通じて成長し、キャリアアップを図ること。安定
した雇用の下で生活を営み、結婚等の希望をかなえること。
働くことにより社会参加を実現すること。こうした、様々
な働くことに関する希望をかなえるための各種の雇用政策
を実施しています。人々が希望をかなえられるような、魅
力ある職場づくり・キャリアアップの支援や、職業紹介を

　若年労働力人口が減少する中、若者が、次代を担うべき存在として活躍できる環境
を整備することが求められています。若年期は生涯にわたるキャリア形成のスタート
として重要な時期であり、若者が経験を積みながら職業能力を向上させ、働きがいを
持って仕事に取り組んでいける社会を築くことは、我が国全体の生産性の向上を図る
観点からも重要です。そのため、「新卒応援ハローワーク」や「わかものハローワーク」
等においてきめ細かな就職支援を実施するとともに、若者雇用対策の推進に向けた法
律案を国会に提出しました。
　また、雇用情勢の改善の機会を捉えて、非正規雇用労働者の正社員化の実現を強力
に進めるべく、正社員実現加速プロジェクトとして、ハローワークによる正社員就職
に向けた支援や、正社員就職に取り組む事業主への支援を推進しています。

通じた就職の支援を行うことは、人々の労働市場への参加
を促し、社会全体の活力や生産性の向上にも寄与します。
少子高齢化やグローバル化等の社会経済情勢の変化による、
労働力人口の減少・非正規雇用労働者の増加といった構造
的な変化に対応し、また、時々の景気の変動にも機動的に
対応しながら、施策を展開しています。
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「全員参加の社会」の実現

　我が国の成長に立ちはだかる、生産年齢人口の減少という
壁を乗り越えていくためには、若者、女性、高齢者、障害者
等が能力を高め、その能力を存分に発揮できる「全員参加の
社会」の実現を図ることは、最優先の課題です。このため、
例えば女性の活躍が当たり前の社会に向けて、マザーズハロー
ワークなどによる就職支援を実施したり、生涯現役社会を実
現すべく高齢者に様々な活躍の場を創造するとともに、障害
のある人が障害のない人と同様に、その能力と適性に応じた
雇用の場に就いて地域で自立した生活ができるよう支援し、
また、難病患者や生活困
窮者などさまざまな事情・
困難を克服し就職を目指
す人たちを支援するなど、
各種施策を総動員した雇
用対策を実施しています。

[ マザーズハローワークでの相談風景 ]
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施策を支えるハローワーク

「しごと」と「ひと」の好循環
～地方創生の柱としての雇用政策～

　ハローワークは、民間の職業紹介事業等では就職へ結びつけ
ることが難しい就職困難者を中心に支援する最後のセーフティ
ネットとしての役割を担うとともに、地域の総合的雇用サービ
ス機関として、施策紹介１・２にあるような様々な雇用施策を
実施する最前線でもあります。平成25年度に新たにハローワー
クを利用した求職者は約630万人であり、ハローワークの支援
を通じて200万人以上が就職を実現しました。求職者一人ひと
りとの個別相談を通じた、本人の希望に応じた就職の実現や、
求職者の適正や能力を踏まえた求人の開拓等により、求職者に
はその希望と能力に最も適合した職業を、求人者には雇用条件
に適合した人材を紹介しています。

　地域での良質な雇用の場を創出し、人口流
出に歯止めをかけ、また、都市部からの人材
還流を促す。地域での若い世代の就労・結婚
等の希望を実現する。地域で求められる人材
の確保・育成により、地域が抱える課題に対
応する。こうして、地方で、「しごと」が「ひと」
を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好
循環を確立し、人々が安心して生活し、子ど

[ 労働相談を周知するポスター ]

[ ハローワークでの職業相談 ]

労働力需給推計の活用による政策シミュレーション
「経済成長と労働参加が適切に進まないケース」は、2030年の就業者数が▲821万人（2012年比）となるが、「経済成長と
労働参加が適切に進むケース」では、その場合よりも約 650万人増となり、2012年比で▲167万人に留まる見込みである。
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もを産み育てられる社会環境を作り出す―。
この地方創生の取組を支えるのは、地域雇用
対策・UIJターン支援、若者の安定雇用の実現、
地域の特性を活かした人材の確保・育成策等、
各種の雇用政策です。日本の将来像に大きく
関わる地方創生の取組において、今後も重要
な役割を果たしていきます。
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